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次の１．から３．の要件を全て満たす場合は
「１」を、それ以外の場合は「２」を記入するこ
と。

１．建設業法第１５条第２号イに該当するもので
あること（1級国家資格者相当）
２．監理技術者資格者証の交付を受けていること
３．建設業法第２６条の４から６の規定による講
習（監理技術者講習）を、当期事業年度開始日の
直前５年以内に受講していること。

[1]の（例１）の場合
・電気工事業と管工事業を選択

→電気工事業の業種コード「08」とそれに対応した有資格区分コード（今回は１
級電気施工管理技士のコード）「127」を記入。
同様に、管工事業の業種コード「08」とそれに対応した有資格区分コード（今回
は１級管工事施工管理技士のコード）「129」を記入

※１人当たり２業種までのため、今回は１級造園施工監理技士の資格は持って
いるものの、それを使った申請を行う事は出来ない。

[1]の（例２）の場合
・土木工事業ととび・土工工事業を選択

→土木工事業の業種コード「01」とそれに対応した有資格区分コード（今回は２級土木施
工監理技士のコード）「214」を記入。
同様に、とび・土工工事業の業種コード「05」とそれに対応した有資格区分コード（今回は
２級土木施工管理技士のコード）「214」を記入

※１つの資格（今回は２級土木施工監理技士）しか持っていなくても、２業種を選択する事
が可能な資格であれば、同一の資格で２業種を選択することも可能。（その場合、有資格
区分コードには、同一のコードをそれぞれ記入）
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